
労務管理２級 平成31年4月

試験範囲
Ⅰ．労使関係 １．労働契約・就業規則 （１）労働契約の原則 イ　労働契約法における労働契約の5原則労働契約法における労働契約の5原則

ロ　労働契約による使用者の義務労働契約による使用者の義務
ハ　労働契約による労働者の義務労働契約による労働者の義務
ニ　労働者の義務違反に対する懲戒処分労働者の義務違反に対する懲戒処分
ホ　懲戒処分の有効性懲戒処分の有効性
ヘ　労働者の損害賠償責任労働者の損害賠償責任

（２）労働者性の判断基準 イ　「使用従属性」に関する判断基準「使用従属性」に関する判断基準
ロ　「労働者性」を補強する要素「労働者性」を補強する要素

（３）募集から就業まで イ　企業の採用の自由企業の採用の自由
ロ　労働契約の成立労働契約の成立
ハ　採用内定採用内定
ニ　誓約書・身元保証の効力誓約書・身元保証の効力
ホ　試用期間と解約権留保試用期間と解約権留保
ヘ　新規学卒の採用内定取消しの通知義務新規学卒の採用内定取消しの通知義務

（４）就業規則 イ　職場秩序・服務規律職場秩序・服務規律
ロ　就業規則の法的位置づけ就業規則の法的位置づけ
ハ　就業規則の内容就業規則の内容
ニ　就業規則の作成および変更の届出就業規則の作成および変更の届出

２．集団的労使関係 （１）労働組合 イ　労働組合の現状労働組合の現状
ロ　労働組合の法的要件労働組合の法的要件
ハ　労働委員会とその権限労働委員会とその権限
ニ　労働組合の種別と組織労働組合の種別と組織
ホ　労働組合の統制とユニオン・シップ労働組合の統制とユニオン・シップ
ヘ　労働組合の統制権と組合員の協力義務労働組合の統制権と組合員の協力義務

（２）労働協約 イ　労働協約の当事者労働協約の当事者
ロ　労働協約の要式労働協約の要式
ハ　労働協約の規範的効力労働協約の規範的効力
ニ　労働協約の債務的効力労働協約の債務的効力
ホ　労働協約の終了労働協約の終了

（３）団体交渉 イ　団体交渉権団体交渉権
ロ　団体交渉事項団体交渉事項
ハ　使用者の義務使用者の義務
イ 不当労働行為の禁止
ロ　不当労働行為の救済不当労働行為の救済

（５）労働争議に関する法的事項、使用者の対応、解決等 イ　争議行為の免責と正当性争議行為の免責と正当性
     ロ　労働委員会による労働争議の調整手続労働委員会による労働争議の調整手続

ハ　労働争議の現状労働争議の現状
（６）労使協議制と労使コミュニケーション組織の現状 イ　労使それぞれが重視するコミュニケーション事項労使それぞれが重視するコミュニケーション事項
     ロ　労使協議機関労使協議機関

ハ　職場懇談会職場懇談会
ニ　苦情処理機関苦情処理機関
ホ　個人の処遇等に関する事項個人の処遇等に関する事項

（１）労働契約の変更 イ　労働条件の変更労働条件の変更
ロ　企業再編と労働契約企業再編と労働契約

（２）労働契約の終了 イ　退職と解雇退職と解雇
ロ　解雇権濫用法理解雇権濫用法理

（３）個別的労使関係の課題 イ　ハラスメントと過重労働による業務上災害ハラスメントと過重労働による業務上災害
ロ　パワーハラスメントパワーハラスメント

（４）個別労働関係紛争の対応 イ　個別労働関係紛争解決促進制度個別労働関係紛争解決促進制度
ロ　均等法、育介法、パート法に関する紛争解決均等法、育介法、パート法に関する紛争解決
ハ　労働審判制度労働審判制度

Ⅱ．就業管理 １．賃金 （１）賃金とは何か
（２）平均賃金
（３）賃金支払いの5原則
（４）賃金の非常時払い
（５）休業手当
（６）出来高払制の保障給

２．労働時間・休憩・休日 （１）労働時間 イ　労働時間とは何か労働時間とは何か
ロ　労働時間の範囲に関する判断基準とその実際労働時間の範囲に関する判断基準とその実際
ハ　労働時間の把握・管理労働時間の把握・管理
ニ　自動車運転者の労働時間等自動車運転者の労働時間等
ホ　事業場を異にする場合の労働時間の通算事業場を異にする場合の労働時間の通算
ヘ　労働時間の繰上げ、繰下げ労働時間の繰上げ、繰下げ

（２）休憩時間の実際 イ　休憩時間中の来客当番等休憩時間中の来客当番等
ロ　手待ち時間手待ち時間
ハ　仮眠時間の取扱い仮眠時間の取扱い
ニ　派遣労働者に係る一斉休憩の付与義務派遣労働者に係る一斉休憩の付与義務

（３）休日 イ　法定休日の特定法定休日の特定
ロ　交代制勤務の休日の例外交代制勤務の休日の例外
ハ　屋外労働者の休日の特定と雨天休日振替屋外労働者の休日の特定と雨天休日振替

３．労働時間の弾力化 （１）変形労働時間制 イ　１ヵ月単位の変形労働時間制１ヵ月単位の変形労働時間制
 ロ　１年単位の変形労働時間制１年単位の変形労働時間制

ハ　１週間単位の非定型的変形労働時間制１週間単位の非定型的変形労働時間制
（２）フレックスタイム制 イ　労働時間の把握労働時間の把握

ロ　労働時間の清算清算期間と労働時間管理
ハ　労働時間の過不足の扱い労働時間の過不足の扱い
ニ　遅刻・早退・欠勤の取扱い遅刻・早退・欠勤の取扱い
ホ　休憩時間の取扱い休憩時間の取扱い
ヘ　派遣労働者への適用派遣労働者への適用

（３）事業場外労働みなし労働時間制 イ　適用対象とならないケース適用対象とならないケース
ロ　事業場外労働みなし労働時間制における労働時間の算定方法事業場外労働みなし労働時間制における労働時間の算定方法
ハ　制度運用上の留意点制度運用上の留意点
ニ　情報通信機器を活用した在宅勤務への適用情報通信機器を活用した在宅勤務への適用

（４）裁量労働制　 イ　専門業務型裁量労働制の運用上の留意点専門業務型裁量労働制の運用上の留意点
ロ　企画業務型裁量労働制企画業務型裁量労働制

４．労働時間等の適用除外対象者

（２）監視または断続的労働に従事する者 イ　監視・継続的労働に従事する者の許可監視・断続的労働に従事する者の許可
ロ　監視・継続的労働に従事する者の時間外労働の取扱い監視・継続的労働に従事する者の時間外労働の取扱い
ハ　派遣労働者の取扱い派遣労働者の取扱い

（３）宿直・日直 イ　宿・日直の許可宿・日直の許可
ロ　宿・日直中の本務の実施宿・日直中の本務の実施
ハ　年少者および女性の宿直・日直年少者および女性の宿直・日直

（４）高度プロフェッショナル制度　　 イ　適用対象業務適用対象業務
ロ　職務の範囲・収入要件職務の範囲・収入要件
ハ　健康管理時間把握措置健康管理時間把握措置
ニ　休日確保措置休日確保措置
ホ　選択的措置（労働時間に関する配慮措置）選択的措置（労働時間に関する配慮措置）
ヘ　健康福祉確保措置健康福祉確保措置
ト　その他の決議に関する事項その他の決議に関する事項

３．個別的労使関係と個別労働関係紛
争の対応

（４）不当労働行為と労働組合への救済手続

（１）多店舗展開する小売・飲食業における管理監督者の範囲
についての解釈例規



労務管理２級 平成31年4月

試験範囲
５．時間外・休日労働、深夜労働 （１）三六協定による時間外・休日労働 イ　三六協定とは何か三六協定とは何か

ロ　三六協定の効力三六協定の効力
ハ　三六協定の届出三六協定の届出

（２）延長することができる時間の限度　　　　　　　　　　　　 イ　延長することができる時間の限度基準時間外労働の上限規制
ロ　坑内労働・有害業務の延長時間坑内労働・有害業務の延長時間
ハ　特別条項付き協定特別条項付き協定
ニ　限度時間の上限規制の適用除外・適用猶予時間外労働の上限規制の適用除外・適用猶予

（３）割増賃金の計算から除外できる賃金 イ　家族手当家族手当
ロ　通勤手当通勤手当
ハ　別居手当別居手当
ニ　子女教育手当子女教育手当
ホ　住宅手当住宅手当
ヘ　臨時に支払われた賃金臨時に支払われた賃金
ト　１ヵ月を超える期間ごとに支払われる賃金１ヵ月を超える期間ごとに支払われる賃金

（４）時間外・休日労働と割増賃金 イ　月60時間を超える時間外労働月60時間を超える時間外労働
ロ　限度時間を超える時間外労働に係る割増賃金率の引上げ（努力義務）限度時間を超える時間外労働に係る割増賃金率の引上げ（努力義務）
ハ　休日労働と時間外労働、深夜労働が重なる場合の割増賃金休日労働と時間外労働、深夜労働が重なる場合の割増賃金

（５）変形労働時間制と時間外労働・深夜労働 イ　一昼夜交代制勤務の時間外・深夜労働割増賃金一昼夜交代制勤務の時間外・深夜労働割増賃金
    ロ　１ヵ月単位の変形労働時間制における時間外労働となる時間１ヵ月単位の変形労働時間制における時間外労働となる時間

ハ　１年単位の変形労働時間制における時間外労働となる時間１年単位の変形労働時間制における時間外労働となる時間
ニ　１週間単位の非定型的変形労働時間制における時間外労働となる時間１週間単位の非定型的変形労働時間制における時間外労働となる時間
ホ　フレックスタイム制における時間外労働となる時間フレックスタイム制における時間外労働となる時間

６．休暇 （１）休暇の種類 イ　法定休暇法定休暇
ロ　法定外休暇（任意休暇）法定外休暇（任意休暇）

（２）年次有給休暇 イ　有給休暇の法的性格有給休暇の法的性格
ロ　年次有給休暇の付与要件年次有給休暇の付与要件
ハ　職業訓練を行う未成年者に対する付与日数の特例職業訓練を行う未成年者に対する付与日数の特例
ニ　パートタイム労働者への比例付与パートタイム労働者への比例付与
ホ　有給休暇の繰越しと時効有給休暇の繰越しと時効
ヘ　有給休暇の付与方法有給休暇の付与方法
ト　時季変更権行使時季変更権行使
チ　時間単位の付与時間単位の付与
リ　有給休暇付与の実務上の留意点有給休暇付与の実務上の留意点
ヌ　有給休暇の計画的付与制度有給休暇の計画的付与制度
ル 使用者の時季指定義務使用者の時季指定義務
ヲ　年次有給休暇の管理簿年次有給休暇の管理簿

（３）その他の法定休暇 イ　代替休暇代替休暇
ロ　公民権行使の時間　公民権行使の時間　

（４）法定外休暇（任意休暇） イ　慶弔休暇等の特別休暇慶弔休暇等の特別休暇
ロ　記念日休暇（アニバーサリー休暇）記念日休暇（アニバーサリー休暇）
ハ　リフレッシュ休暇リフレッシュ休暇
ニ　ストック休暇（失効年休積立休暇）ストック休暇（失効年休積立休暇）
ホ　ドナー休暇ドナー休暇
ヘ　ボランティア休暇（休業）ボランティア休暇（休業）
ト　私傷病休職（休業）私傷病休職（休業）
チ　業務上災害による傷病休暇（休業）業務上災害による傷病休暇（休業）
リ　会社都合の休業会社都合の休業

７．有期契約労働者の雇用・就業管理 （１）無期労働契約への転換 イ　無期労働契約への転換の申込み無期労働契約への転換の申込み
ロ　無期転換の時期と解雇無期転換の時期と解雇
ハ　無期労働契約への転換後の労働条件無期労働契約への転換後の労働条件
ニ　通算契約期間の計算通算契約期間の計算

（２）特定有期雇用労働者に係る無期転換権の特例 イ　特定有期業務に就く専門知識等を有する労働者の特例特定有期業務に就く専門知識等を有する労働者の特例
     ロ　定年後引き続き雇用される有期雇用労働者の特例定年後引き続き雇用される有期雇用労働者の特例
（１）パートタイム労働者の定義 イ　「通常の労働者」とは「通常の労働者」とは

ロ　「所定労働時間が短い」とは「所定労働時間が短い」とは
（２）パートタイム労働者の雇用管理 イ　労働条件に関する文書の交付等労働条件に関する文書の交付等

ロ　就業規則の作成の手続就業規則の作成手続
ハ　パートタイム労働者の待遇の原則パートタイム労働者の待遇の原則
ニ　通常の労働者への転換通常の労働者への転換
ホ　事業主が講ずる措置の内容等の説明義務事業主が講ずる措置の内容等の説明義務
ヘ　相談のための体制整備相談のための体制整備
ト　報告の徴収ならびに助言・指導および勧告報告の徴収ならびに助言・指導および勧告
チ　苦情の自主的解決苦情の自主的解決
リ　都道府県労働局長による紛争解決への援助および調停都道府県労働局長による紛争解決への援助および調停

９．派遣労働者の雇用・就業管理 （１）派遣業務・派遣可能期間の制限 イ　派遣業務の期間制限派遣業務の期間制限
ロ　事業所単位および個人単位の派遣可能期間の制限事業所単位および個人単位の派遣可能期間の制限
ハ　意見聴取意見聴取
ニ　期間制限の例外とリーリングオフ期間制限の例外とクーリングオフ
ホ　2015（平成27）年改正による派遣可能期間の変更の起算日2015（平成27）年改正による派遣可能期間の変更の起算日

（２）違法派遣に対する労働契約申込みみなし制度
（３）派遣労働者の雇用の安定と直接雇用の推進
（４）派遣労働者のキャリアアップ支援に必要な情報の提供
（５）配慮義務

（７）派遣労働者の就業管理等 イ　就業管理に関する責任就業管理に関する責任
ロ　安全管理および衛生管理上の責任安全管理および衛生管理上の責任
ハ　セクハラ等に関する指揮命令上の責任セクハラ等に関する指揮命令上の責任

（８）派遣労働者を受け入れる際の留意点 イ　日雇い派遣の原則禁止日雇い派遣の原則禁止
ロ　グループ企業内派遣の規制グループ企業内派遣の規制
ハ　その他の留意点その他の留意点

10．男女雇用機会均等法 （１）コース等別雇用管理を行うにあたって留意すべき事項
（２）ポジティブ・アクション
（３）妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等
（４）職場における妊娠・出産等に関するハラスメント対策
（５）職場におけるセクシュアルハラスメント対策

11．妊産婦等の就業管理 （１）妊産婦の休暇・休業 イ　妊産婦の通院休暇等妊産婦の通院休暇等
ロ　産前産後の休業産前産後の休業
ハ　育児時間育児時間

（２）妊産婦である管理監督者の適用除外と就業制限 イ　妊産婦である管理監督者に関する労働時間等の適用除外妊産婦である管理監督者に関する労働時間等の適用除外
ロ　妊産婦である管理監督者が請求できるもの（就業制限）妊産婦である管理監督者が請求できるもの（就業制限）

８．パートタイム労働者の雇用・就業管
理

（６）適正な派遣就業の確保のために派遣先が講ずべき措置等
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12．育児・介護にかかわる者の （１）育児休業制度 イ　期間雇用者への適用期間雇用者への適用
     就業管理 ロ　育児休業の申出が期限に遅れた場合育児休業の申出が期限に遅れた場合

（２）育児・介護に係る労働者の制度設計とその周知 イ　制度設計と周知義務制度設計と周知義務
ロ　労働者への待遇の明示義務労働者への待遇の明示義務

（３）育児・介護休業中の賃金、社会保険等の取扱い イ　育児・介護休業中の賃金、賞与育児・介護休業中の賃金、賞与
ロ　雇用保険の育児休業給付・介護休業給付金雇用保険の育児休業給付・介護休業給付金
ハ　労災保険の取扱い労災保険の取扱い
ニ　社会保険の取扱い社会保険の取扱い

（４）育児・介護休業を取得した者等の雇用管理上の配慮 イ　雇用管理および職業能力の開発向上雇用管理および職業能力の開発向上
ロ　所定労働時間の短縮等の措置所定労働時間の短縮等の措置
ハ　職場における育児休業・介護休業等に関するハラスメントの防止職場における育児休業・介護休業等に関するハラスメントの防止
ニ　労働者の配置に関する配慮労働者の配置に関する配慮
ホ　不利益取扱いの禁止不利益取扱いの禁止
ヘ 育児目的休暇等の新設努力義務

（５）職業家庭両立推進者 イ　職業家庭両立推進者の選任に係る努力義務職業家庭両立推進者の選任に係る努力義務
ロ　職業家庭両立推進者の業務職業家庭両立推進者の業務
ハ　職業家庭両立推進者の選任基準職業家庭両立推進者の選任基準

13．年少者の就業管理 （１）年少者への変形労働時間制の適用
（２）年少者の休日の取扱い イ　年少者への変形休日制の適用年少者への変形休日制の適用

ロ　休日の変更（振替休日）休日の変更（振替休日）
（３）年少者の深夜業等の取扱い イ　年少者に対する深夜業の禁止と例外年少者に対する深夜業の禁止と例外

ロ　年少者の宿日直年少者の宿日直
14．高年齢者の雇用・就業管理 （１）特殊関係事業主による雇用

（２）高年齢者の雇用・就業管理にあたって イ　募集・採用に係る年齢制限の禁止募集・採用に係る年齢制限の禁止
ロ　職業能力の開発および向上職業能力の開発および向上
ハ　作業施設の改善作業施設の改善
ニ　高齢者の職域の拡大高年齢者の職域の拡大
ホ　高齢者の知識・経験等を活用できる配置・処遇の推進高年齢者の知識・経験等を活用できる配置・処遇の推進
ヘ　勤務時間制度の弾力化勤務時間制度の弾力化

（３）賃金と老齢厚生年金との調整 イ　60歳台前半層60歳台前半層
ロ　60歳台後半層60歳台後半層
イ　60歳台前半層60歳台前半層
ロ　60歳台後半層60歳台後半層

15．障害者の雇用・就業管理 （１）実雇用率算定の特例 イ　特例子会社制度特例子会社制度
ロ　企業グループ算定特例企業グループ算定特例
ハ　在宅就業障害者特例調整金等在宅就業障害者特例調整金等

（２）障害者の雇用・就業管理 イ　採用および配置採用および配置
ロ　教育訓練の実施教育訓練の実施
ハ　処遇について処遇について
ニ　安全・健康の確保安全・健康の確保
ホ　職場定着の推進職場定着の推進
ヘ　障害および障害者についての理解の促進障害および障害者についての理解の促進

（３）障害者差別禁止、合理的配慮、虐待防止など イ　障害者に対する差別の禁止障害者に対する差別の禁止
ロ　障害者に対する合理的な配慮障害者に対する合理的な配慮
ハ　障害者の虐待防止について障害者の虐待防止について

16．外国人労働者の雇用・就業管理 （１）外国人労働者の雇用・就業管理 イ　募集・採用の適正化募集・採用の適正化
ロ　適正な労働条件の確保適正な労働条件の確保
ハ　安全衛生の確保安全衛生の確保
ニ　労働・社会保険制度の適用労働・社会保険制度の適用など
ホ　適切な人事管理、教育訓練、福利厚生など適切な人事管理、教育訓練、福利厚生など
へ　解雇の予防、再就職の援助解雇等の予防及び再就職の援助
イ　新たに設けられた在留資格
ロ　受入れ分野（特定産業分野）
ハ　受入れ機関（特定技能所属機関）
ニ　特定技能雇用契約の内容
ホ　１号特定技能外国人に対する支援
へ　受入れ機関による特定技能雇用契約・１号特定技能外国人支援計画の実施の確保
ト 登録支援機関

（３）その他の義務や制度など　　　 イ　「外国人雇用状況」の届出義務「外国人雇用状況」の届出義務
ロ　外国人労働者の雇用労務責任者の選定外国人労働者の雇用労務責任者の選定

１．安全衛生管理 （１）技術の進歩・環境の変化と安全衛生の課題 イ　産業構造と労働災害の変化産業構造と労働災害の変化
ロ　非正規労働者等の増加と外部委託の広がり非正規労働者等の増加と外部委託の広がり
ハ　高年齢労働者の増加高年齢労働者の増加
ニ　安全衛生対策の見える化を図る安全衛生対策の見える化を図る
ホ　第12次労働災害防止計画第12次労働災害防止計画

（２）労働災害の防止に関する事業者の義務と責任 イ　経営の基本方針と安全衛生経営の基本方針と安全衛生
ロ　安全衛生管理体制の設置義務安全衛生管理体制の設置義務
ハ　安全衛生管理計画の作成努力義務安全衛生管理計画の作成努力義務
ニ　措置義務等措置義務等
ホ　安衛法違反の場合の同法の責任安衛法違反の場合の同法の責任

（３）元方事業者の安全衛生管理 イ　請負事業と安全衛生管理請負事業と安全衛生管理
ロ　製造業の元方事業者が講ずべき措置製造業の元方事業者が講ずべき措置

（４）派遣労働者の安全衛生の確保 イ　派遣元事業・派遣先事業が実施すべき重点事項派遣元事業・派遣先事業が実施すべき重点事項
ロ　派遣元事業者と派遣先事業者との連携派遣元事業者と派遣先事業者との連携

（５）労働安全衛生教育時の留意事項
（６）労働災害の防止の実際 イ　交通事故の防止交通事故の防止

ロ　安全衛生作業安全衛生作業
ハ　災害発生時の措置災害発生時の措置
ニ　４Ｍ方式による災害分析４Ｍ方式による災害分析
ホ　災害による事業主の出費（災害コスト）災害による事業主の出費（災害コスト）

２．健康管理・メンタルヘルス （１）職場環境の管理と改善 イ　職業性疾病の予防職業性疾病の予防
ロ　快適な職場環境の形成快適な職場環境の形成

（２）職場における腰痛の予防 イ　腰痛予防対策指針の概要腰痛予防対策指針の概要
（３）メンタルヘルスの推進 イ　メンタルヘルス不調の現状メンタルヘルス不調の現状

ロ　ラインによるケアラインによるケア
ハ　事例性化を防ぐ事例性化を防ぐ
ニ　精神障害精神障害
ホ　ハラスメントの相談ハラスメントの相談
ヘ　自殺対策自殺対策

（４）過重労働による健康障害防止 イ　過重労働対策過重労働対策
ロ　面接指導等の実施面接指導等の実施

（５）ストレスチェックの集団分析の実施
３．福利厚生 （１）法定外福利厚生 イ　日本的雇用慣行と福利厚生日本的雇用慣行と福利厚生

ロ　法定外福利厚生法定外福利厚生
ハ　従業員効果が経営的効果に結びつくメカニズム従業員効果が経営的効果に結びつくメカニズム
ニ　短時間労働者・派遣労働者と福利厚生短時間労働者・派遣労働者と福利厚生

（２）法定外福利厚生の位置づけと設計の留意点 イ　企業経営の中の福利厚生の位置づけ企業経営の中の福利厚生の位置づけ
ロ　求められる法廷外福利厚生の再構築求められる法定外福利厚生の再構築

（３）福利厚生制度の種類別実施状況 イ　福利厚生制度に係る主な統計資料福利厚生制度に係る主な統計資料
ロ　就労条件総合調査就労条件総合調査
ハ　福利厚生調査福利厚生費調査
ニ　法人企業統計法人企業統計

（４）財産形成施策 イ　財産形成に関する援助制度の種類財産形成に関する援助制度の種類
ロ　ライフプランセミナーライフプランセミナー
ハ　財形促進制度財形促進制度

（５）中小企業の福利厚生

Ⅲ．労働安全衛生・福利
厚生

（４）60歳以上の高齢者の雇用保険給付と老齢厚生年金 との
調整

（２）新たな外国人材受入れのための在留資格（特定技能外国
人）
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試験範囲
１．最低賃金法 （１）最低賃金法の概要

（２）最低賃金の決定
（３）使用者の義務 イ　最低賃金以上の賃金を支払う義務最低賃金以上の賃金を支払う義務

ロ　周知義務周知義務
ハ　労働者の申告に伴う不利益取扱いの禁止労働者の申告に伴う不利益取扱いの禁止

（４）最低賃金の減額特例
２．労働契約承継法 （１）労働契約承継法の概要

（２）労働者への通知と異議申出 イ　労働者への通知労働者への通知
ロ　異議申出異議申出

（３）労働組合への通知と労働協約の締結のみなし効・承継効 イ　労働組合への通知労働組合への通知
ロ　労働協約の締結のみなし効等労働協約の締結のみなし効等

３．次世代育成支援対策推進法 （１）次世代育成支援対策推進法の概要
（２）一般事業主行動計画の策定 イ　策定義務策定義務

ロ　届出義務届出義務
ハ　周知義務周知義務
ニ　公表義務公表義務
ホ　実施義務

（３）基準に適合する認定 イ　認定基準
ロ　認定表示

４．女性活躍推進法 （１）制定の背景
（２）女性活躍推進法の概要
（３）一般事業主行動計画の策定

５．個人情報保護法 （１）個人情報保護法の概要
（２）個人情報等 イ　個人情報個人情報

ロ　保有個人データ保有個人データ
ハ 要配慮個人情報　
ニ　個人情報取扱い事業者個人情報取扱事業者

（３）個人情報取扱事業者の義務 イ　個人情報に係る規制個人情報に係る規制
ロ　個人データに係る規制個人データに係る規制
ハ　保有個人データに係る規制保有個人データに係る規制

（４）個人情報保護法と労務管理 イ　雇用管理に関する個人情報取扱い上の留意事項労務管理が取り扱う個人情報と個人情報保護法　
ロ　健康情報に関する個人情報取扱い上の留意事項健康情報に関する個人情報取扱い上の留意事項
ハ　募集応募者に関する個人情報取扱い上の留意事項募集応募者に関する個人情報取扱い上の留意事項

（５）マイナンバー法と労務管理 イ　マイナンバー法の制定マイナンバー法の制定
ロ　労務管理との関連労務管理との関連

６．公益通報者保護法 （１）公益通報者保護法の概要
（２）公益通報とは
（３）解雇の無効
（４）不利益取扱いの禁止等 イ　不利益取扱いの禁止不利益取扱いの禁止

ロ　他法の不利益取扱い禁止規定との関係他法の不利益取扱い禁止規定との関係
（５）企業の対応

Ⅴ.その他 １．労務管理の現状と今後の問題点 （１）国際化への対応
（２）女性の活躍
（３）高齢者
（４）雇用形態の多様化
（５）リテンション（従業員の引き止め）
（６）将来の人事労務管理

Ⅳ．労務管理に関係す
るその他の重要な法律


